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地方公会計制度（統一的な基準）に基づく 

広島県の財務書類について 

（平成３０年度決算ベース） 
 

 

 

１ 要 旨 

より分かりやすい財務情報を提供することで，県民への説明責任を果たすとともに，

行政改革の更なる推進を図る観点から，企業会計の考え方を活用した地方公会計制度（基

準モデル）に基づく財務書類を，平成２４年度（平成２３年度決算ベース）から作成し

てきた。 

総務省が全地方公共団体に対し，平成２９年度までに，複式簿記・発生主義会計に基

づく「統一的な基準」によって財務書類を作成するよう要請したことを受け，本県では，

平成２９年度からこの基準に基づいて財務書類を作成しており，この度，平成３０年度

決算ベースの財務書類を作成した。 

 

２ 財務書類の概要 

（１）対象範囲 

・一般会計等（普通会計） 一般会計及び地方公営事業会計以外の特別会計 

・全体会計        一般会計等及び地方公営事業会計 

・連結会計        全体会計及び連結対象団体（地方独立行政法人， 

地方三公社及び第三セクター等（２５％以上出資法人）） 
 

（２）財務書類の構成 

国が示す作成基準に基づき，貸借対照表，行政コスト計算書，純資産変動計算書及

び資金収支計算書の４表により構成 

区 分 内       容 

貸借対照表 

県が行政サービスを提供するために保有している財産（資産）の規模と，

その資産の形成をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを対照表

示したもので，｢バランスシート｣とも呼ばれるもの。資産合計と負債・純資

産合計が一致する。 

行政コスト計算書 

一年間の県の行政活動における業績，すなわち費用・収益の取引高を明ら

かにするもので，行政サービスに要した費用（行政コスト）と，その行政サ

ービスの直接の対価として得られた収入（使用料・手数料等）等の収益を表

したもの。 

純資産変動計算書 
貸借対照表の「純資産」が，一年間にどのような要因で，どれだけ増減し

たかを表したもの。 

資金収支計算書 

一年間の現金の出入りを｢業務活動収支｣，｢投資活動収支｣，｢財務活動収支｣

に区分して現金の流れを示すもので，｢キャッシュフロー計算書｣とも呼ばれる

もの。財源がどのように賄われ収支の過不足が生じたかを表している。 

令和 元 年１１月１９日 

財    政    課 
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３ これまでの作成状況 
 

年 度 内      容 

平成 17年度～ 県出資法人を含む連結バランスシート（総務省試案）を公表 

平成 21年度～ 
新公会計制度導入による「総務省方式改訂モデル」により作成した前年度決算の

財務書類（4表）の作成，公表 

平成 24年度～ 
新公会計制度の「基準モデル」に作成基準を変更し，全ての個々の取引について

発生主義に基づき作成した前年度決算の財務書類(4 表)の作成，公表 

平成 29年度～ 「統一的な基準」に基づき作成した前年度決算の財務書類(4 表)の作成，公表 

 

 

４ 他の都道府県の作成状況 

平成３１年３月３１日時点で，本県を含む４４都道府県が，「統一的な基準」に基づい

て財務書類を作成している。 

作成状況 都道府県数 

作成済み ４４（ ９３.６％） 

作 成 中        ３（  ６.４％） 

合  計 ４７（１００.０％） 
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～ 年度末時点における資産や負債などのストック情報を明らかにするもの ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   
 
    
 
 

 

 

 

 

◆ 資産は，３兆 2,６２７億円となっており，そのうち，土地や建物等の固定資

産が約 9６%を，資金等の流動資産が約４％を占めています。 

◆ 将来世代の負担となる負債は，２兆６,０４３億円となっており，そのうち，   

地方債等が約８９%を占めています。 

◆ これまでの世代の負担による現在の純資産は，6,５８４億円となっています。 

（１）現金預金 
歳計現金及び歳計外現金 

（２）未収金  
   税等の未収金の内，30 年度に発生したもの 

（３）基金（1 年未満に取り崩す見込みがあるもの。） 
財政調整基金など 

（１）事業用資産 

売却可能とされ，将来の資金流入をもたらすもの 

※ 庁舎，県営住宅など 

（２）インフラ資産 

売却できないが，将来の行政サービス提供能力を

有するもの  

※ 道路，橋梁，ダムなど 

（３）投資その他の資産 

○ 投資及び出資金 

高速道路整備に係る出資など 

○ 長期延滞債権 

税等未収金の内，29 年度以前発生分 

○ 貸付金  

    高速道路整備，中小企業支援に関するものなど 

○ 基金（1 年以上保有する見込みのもの。）  

    減債基金，地域医療介護総合確保基金など 

２ 流動資産 

１ 固定資産  

資 産 の 部 
金額 

（億円） 
割合 

 

１ 固定資産 

 

（１）事業用資産 

 

（２）インフラ資産 

 

（３）投資その他の資産 

  （投資及び出資金） 

  （長期延滞債権） 

  （貸付金） 

  （基金） 

（その他） 

 

（４）その他の固定資産 

 

２ 流動資産 

 

（１）現金預金 

   

（２）未収金 

 

（３）基金   

 

（４）その他 

 

 

31,459 

 

6,032 

 

19,805 

 

5,503 

(1,726) 

  （50） 

(456) 

(3,253) 

(18) 

 

120 

 

1,168 

 

293 

 

24 

 

712 

 

139 

 

96.4% 

 

18.5% 

 

60.7% 

 

16.9% 

(5.3%) 

(0.2%) 

(1.4%) 

(10.0%) 

(0.1%) 

 

0.4% 

 

3.6% 

 

0.9% 

 

0.1% 

 

2.2% 

 

0.4% 

 

資 産 合 計 32,627 100.0% 

 

どれくらいの資産を保有しているか？ 

貸借対照表                平成 31 年 3 月 31 日現在 
 

一般会計等の財務書類        

有形固定資産について，耐用年数に対して資産の取

得からどの程度経過しているのかを表したもの。 
 

H29 H30 差 

58.8％ 60.3％ +1.5％ 
 
 

[参考] 有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率） 

※ 計数については，それぞれ端数を四捨五入しているため，

合計が一致しないものがあります。 

 

有形固定資産 
減価償却率 

＝ 
減価償却累計額 

有形固定資産合計－土地等の非償却資産 
＋減価償却累計額 
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負 債 の 部 
金額 

（億円） 
割合 

   
１ 固定負債 

 

（１）地方債（長期） 

（２）退職手当引当金 

（３）損失補償等引当金 

 

２ 流動負債 

 

（１）地方債（短期） 

（２）未払金 

（３）賞与等引当金 

（４）預り金 

23,644 

 

21,320 

2,311 

13 

 

2,399 

 

1,960 

229 

134 

74 

90.8% 

 

81.9% 

8.9% 

0.1% 

 

9.2% 

 

7.5% 

0.9% 

0.5% 

0.3% 

負 債 合 計 26,043 100.0% 

   

純 資 産 の 部 金額（億円） 

純 資 産 6,584 

 

負債の状況（将来世代の負担）は？ 

純資産の状況（これまでの世代の負担）は？ 
純資産     ＝  資産合計 －  負債合計 

（これまでの負担）＝（保有資産）－（将来負担） 

 

２ 流動負債 

純 資 産 

１ 固定負債 

 

資 産（保有資産） 

 

１,１４９千円 

負 債（将来負担） 

９１７千円 
（うち地方債８20 千円） 

純資産（これまでの負担） 

２３２千円 

※人口 2,838,632 人（住民基本台帳人口Ｈ31.1.1 現在） 

県民１人当たりの貸借対照表 

※ 地方債(長期及び短期)のうち，8,950 億円は臨時財政対策債です。 

※ 計数については，それぞれ端数を四捨五入しているため，合計が一致しないものがあります。 

 

（１）地方債（長期） 

地方債の内，償還期限が翌年度以降となるものの

残高 

（２）退職手当引当金 

年度末で職員全員が退職した場合の退職手当見

込額 

（３）損失補償等引当金 

 将来負担比率で算定した損失補償等引当金 

（１）地方債（短期） 

地方債の内，翌年度中の元金償還予定額 

（２）未払金 

債務負担行為を設定しているものの内，翌年度
支払分等  

（３）賞与等引当金 

  R1 年度支給予定の賞与のうち，H30 年度発生分 
※ R1.6 賞与見込額×4/6（12 月～3 月分）  

（４）預り金 

  県営住宅敷金等 

資産合計に占める純資産の割合を示すもので，純

資産の変動は，将来世代と現世代の負担の割合が変

動したことを意味する。 

H29 H30 差 

20.6％ 20.2％ △0.4％ 

 

[参考] 純資産比率 

純資産比率 ＝
純 資 産 

資 産 合 計 
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～ 年間の経常的な活動に伴うコストや収入等のフロー情報を明らかにするもの ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政コスト計算書       平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 
 

（単位：億円） 

区 分 金 額 

１ 業務費用 4,610 

（１）人件費 2,244 

職員給与費  2,230 

その他 14 

（２）物件費等 1,518 

    消耗品費，維持補修費等 742 

    減価償却費，その他 776 

（３）その他の業務費用 848 

支払利息 201 

その他 646 

２ 移転費用 3,214 

（１）補助金等 2,770 

（２）社会保障給付 203 

（３）他会計繰出金 201 

（４）その他 40 

経常費用  Ａ 7,823 

１ 使用料及び手数料 135 

２ その他 192 

経常収益  Ｂ 327 

純経常行政コスト  Ｃ（Ａ－Ｂ） 7,496 
  

臨時損失 Ｄ 298 

臨時利益 Ｅ 5 
  

純行政コスト Ｃ＋Ｄ－Ｅ 7,789 

市町や他団体など県以外

の主体や他会計に移転する

コスト 
補助金，社会保障給付，他会計繰

出金等 

（１）人件費 
職員給料等，退職手当引当金繰入

額，その他報酬等 

（２）物件費等 
消耗品費，維持補修費，委託費， 

減価償却費等 

（３）その他の業務費用 
地方債償還に係る利子支払，地方

消費税清算金等 

経常収益 

経常的業務を行うに当たって
得る使用料・手数料及びその他
の業務に関連して得る収益(受
取利息等) 

２ 移転費用 

１ 業務費用 

 

区 分 金額(千円) 区 分 金額(千円) 

１ 業務費用 １６２千円 １ 使用料及び手数料 ５千円 

（１）人件費 ７９千円 ２ その他 ７千円 

（２）物件費等 ５３千円 経 常 収 益 Ｃ １２千円 

（３）その他の業務費用 ３０千円 臨 時 利 益 Ｄ ０千円 

２ 移転費用 １１３千円   

経 常 費 用 Ａ ２７６千円   

臨 時 損 失 Ｂ １０千円 純行政コストＡ+Ｂ-Ｃ-Ｄ ２７４千円 

※人口 2,838,632 人（住民基本台帳人口Ｈ31.1.1 現在） 

県民１人当たりの行政コスト計算書 

※ 計数については，それぞれ端数を四捨五入しているため，合計が一致しないものがあります。 

臨時損失 

災害復旧事業費等，臨時に発

生する損失 

◆ 一般財源等で賄わなければならない純行政コストは，7,７８９億円となって
います。 

◆ 経常費用のうち，職員給料等の人件費が約２９％を占めています。 

臨時利益 

臨時に発生する利益 
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～ 年間の純資産（資産－負債）の増減について，要因，財源等を明らかにするもの ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～ 年間の現金の増減について，要因等を明らかにするもの ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

純資産変動計算書       平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 
 

資金収支計算書        平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 
 

（単位：億円） 

区 分 金 額 

１ 業務活動収支 237 

（１）業務費用・移転費用 △7,558 

（２）業務収入 7,795 

２ 投資活動収支 △268 

（１）投資活動支出 △1,670 

（２）投資活動収入 1,402 

３ 財務活動収支 131 

（１）財務活動支出 △2,231 

（２）財務活動収入 2,362 

当期資金収支額   Ａ 100 
  

歳計外現金増減額  Ｂ 13 
  

期首資金残高    Ｃ 181 
  

期末資金残高 Ａ＋Ｂ＋Ｃ 293 

行政コスト計算書の純行政コストと一致し，純資産の
減少要因となったもの 

財務活動支出 
地方債償還金（元金）等 

財務活動収入 
地方債発行収入等 

投資活動支出 
公共施設等整備支出，基金積立金支出等 

投資活動収入 
基金取崩収入，資産売却収入等 

税収，国庫補助金など純資産の増加要因となったもの 

業務費用・移転費用 
人件費，物件費，公債償還に係る利子支払，補助金等支

出，社会保障給付支出等 

業務収入 
税収，国庫支出金，使用料等 

１ 純行政コスト 

２ 財源 

１ 業務活動収支 

２ 投資活動収支 

３ 財務活動収支 

（単位：億円） 

区 分 金 額 

前期末残高 Ａ 6,759 
  

１ 純行政コスト △7,789 

２ 財源 7,631 

（１）税収等 6,680 

（２）国県等補助金 951 

３ その他 △18 

当期変動額合計 Ｂ △175 
  

当期末残高   Ａ＋Ｂ 6,584 

 

※ 計数については，それぞれ端数を四捨五入しているため，合計が一致しないものがあります。 

保有する資産の評価差額や，無償で譲渡または取得し

た資産の評価差額等 

３ その他 

※ 計数については，それぞれ端数を四捨五入しているため，合計が一致しないものがあります。 
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～ 全体会計の貸借対照表と行政コスト計算書は次のとおり ～  

 

 （単位：億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～ 連結会計の貸借対照表と行政コスト計算書は次のとおり ～ 

 

（単位：億円） 

全体会計の財務書類        

連結会計の財務書類        

 

資 産 

 

（保有資産） 

３６,６２１ 

 

負 債 

（将来負担） 

２８,０９９ 

純資産 
（これまでの負担） 

８,５２２ 
 

貸借対照表 

 

区 分 金額 区 分 金額 

１ 業務費用 ５,０４７ 
１ 使用料 

及び手数料 
５０２ 

（１）人件費 ２,３８６ ２ その他 ２４２ 

（２）物件費等 １,７８２ 経常収益Ｃ ７４４ 

（３）その他 ８７９ 臨時利益Ｄ ５ 

２ 移転費用 ５,５０２   

経常費用 Ａ １０,５４９   

臨時損失 Ｂ ３０９ 
純行政コスト 

Ａ+Ｂ-Ｃ-Ｄ 
１０,１０８ 

 

行政コスト計算書 

 

資 産 

 

（保有資産） 

４０,６40 

負 債 

（将来負担） 

３１,４０２ 

純資産 
（これまでの負担） 

９,２37 
 

貸借対照表 

※ 計数については，それぞれ端数を四捨五入しているため，合計が一致しないものがあります。 

※ 計数については，それぞれ端数を四捨五入しているため，合計が一致しないものがあります。 

 

区 分 金額 区 分 金額 

１ 業務費用 ５,４７０ 
１ 使用料 

及び手数料 
６４１ 

（１）人件費 ２,４７９ ２ その他 ４０４ 

（２）物件費等 １,９８５ 経常収益 Ｃ １,０４５ 

（３）その他 １,００５ 臨時利益 Ｄ ６ 

２ 移転費用 ５,４２５   

経常費用 Ａ １０,８９５   

臨時損失 Ｂ ３１２ 
純行政コスト 

Ａ+Ｂ-Ｃ-Ｄ 
１０,１５６ 

 

行政コスト計算書 



平成３０年度　会計別財務書類の概要

（単位：百万円）

貸借対照表
（BS：Balance sheet）

行政コスト計算書
（PL：Profit and loss statement）

資　産 負　債 純資産 経常費用等 経常収益等 純行政コスト

一般会計 3,144,968 2,576,699 568,269 1,093,292 23,074 1,070,218

証紙等特別会計 255 0 255 4,566 4,573 ▲ 7

管理事務費特別会計 11 0 11 516 517 ▲ 1

公債管理特別会計 0 0 0 20,530 704 19,825

母子・父子・寡婦福祉資金特別会計 2,196 1,303 893 804 486 318

中小企業支援資金特別会計 15,194 11,706 3,488 540 291 249

農林水産振興資金特別会計 116 10 106 9 1 9

県営林事業費特別会計 5,651 1,502 4,150 598 412 186

県営住宅事業費特別会計 87,604 13,069 74,535 6,441 3,171 3,270

高等学校等奨学金特別会計 6,681 0 6,681 208 4 204

会計間の繰入・繰出等の相殺 0 0 0 ▲ 315,415 0 ▲ 315,415

一般会計等　計 3,262,675 2,604,288 658,387 812,088 33,232 778,856

国民健康保険事業費特別会計 13,919 0 13,919 248,074 1 248,074

港湾特別整備事業費特別会計 98,555 73,584 24,970 2,169 5,144 ▲ 2,975

流域下水道事業費特別会計 89,896 16,793 73,104 4,827 13 4,814

病院事業会計 23,980 25,686 ▲ 1,706 26,641 23,485 3,156

工業用水道事業会計 22,651 13,409 9,242 3,077 2,643 433

土地造成事業会計 18,053 28,854 ▲ 10,800 650 565 85

水道用水供給事業会計 133,563 48,479 85,083 9,118 9,859 ▲ 742

会計間の繰入・繰出等の相殺 ▲ 1,200 ▲ 1,200 0 ▲ 20,896 0 ▲ 20,896

3,662,091 2,809,892 852,199 1,085,749 74,943 1,010,806

公立大学法人県立広島大学 18,580 3,541 15,038 5,777 2,069 3,707

広島県土地開発公社 31,140 10,530 20,611 516 655 ▲ 138

広島県道路公社 23,421 17,096 6,325 1,074 1,074 0

広島県高速道路公社 390,438 307,497 82,942 12,242 12,242 0

広島県住宅供給公社 20,539 10,047 10,492 1,584 2,237 ▲ 653

公益財団法人ひろしま文化振興
財団 外25団体

51,034 15,324 35,709 22,026 20,191 1,835

▲ 133,274 ▲ 33,702 ▲ 99,572 ▲ 8,281 ▲ 8,281 0

4,063,969 3,140,225 923,744 1,120,687 105,130 1,015,557

※　計数については，それぞれ端数を四捨五入しているため，合計が一致しないものがあります。

地方三公社

公営事業会計

出資法人

会計間の繰入・繰出等の相殺

連結会計　計

区　　　　　分

連 結 会 計

一 般 会 計 等

全体会計　計

全 体 会 計

地方独立行政法人

参考
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